
































































勤・買い物客の増加のため、自動車による周辺地域との行き来が激しいが、幹線道路へのアクセスのための都市計画道路が土地区画整理事業の行われていない市街地縁 部を中心に十分整備されておらず、主に古くからの集落間を結ぶ街道や、国道１号・２３号といっ 幹線道路周辺でスプロール開発が進んだ地区に存在する不整形な狭隘道路が抜け道として使われている。そ ゆえに大型車やコミュニティバスの ートとなる区間も多く 対向車とのすれ違いに苦労することもしばしばである。そのほか、幹線道路同士の交差点の信号待ちを避け ためと思われる抜け道利用もいたるところで見られ、幹線道路から藤田保健衛生大学病院や大型スーパーマ ケッ 、工場などの大規模施設
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住宅団地やマンションなどの人口密度が高い地区へアクセスできる狭隘道路にも交通が集中することが確認された。狭隘道路の抜け道問題を解決するには、幹線道路網を周辺の区画道路と一体で整備することで適切な交通の誘導を図ることや、コミュニティ道路にすることで抜け道利用を減らすことが望ましいが、市街化や予算等の都合で早期解決は困難である。当面の対策として、狭隘道路における歩行者スペース確保のための歩道・ペイント施工が小学校の通学路を中心に行われているが、住民の合意形成に至ってないなどの理由から対策はなかなか進まず、地域内の 過交通を減らすために全国で広がる「ゾーン３０」は、設置る警察との調整も困難なため、豊明市内ではまだ導入されていない。「豊明市建築行為等に係 後退用地及び隅切り用地に関する要綱」により実施されている狭隘 路の拡張は、あくまで地域の防災 主目的としたものであり、抜け道利用の多い路線を拡張して通りやすくするものではない。これらの狭隘道路対策制度に柔軟性を持 せ、隣接地域や関係機関を含めた行政 住民が、共同でまちづくりを進められる機会を増やし、長期的 視点で計画、建設 既存市街地の改良を進めて くことに加え、ドライバーへの道路利用のモラル向上のための指導 強化していくこ が必要であろう。　
今回の調査では、抜け道利用の激しい狭隘道路の分布状




大震災という不測の事態はメディアの脆さを露呈させるものとなった。震災、津波、原発事故といった事態が次々に発生したことで情報の整理、把握が出来なかったことや被害が大きい地域の情報が伝えられない「情報空白地域」存在したこと、被災者に寄り添った情報提供がなされなかったこと、そして地震と津波で停電した地域や陸の孤島と化した地域においてはテレビ、全国紙 ネット、携帯といった各メディアからの情報が遮断された状態であったいうこ がメディアの問題 して明らかとなった。　
その中で、日頃から地域とともに歩んできたＦＭラジオ





















石巻の事例を用い 研究では震災初期や長期的な復興活動において石巻日日新聞の記事とラジオ石巻における番組変化を過去 記事や番組表、ラジオブログ等の資料を用いて分析し、石巻市における復興状況の変化ととも ローカルメディアの報道内容がどのように変わって か明らかにした。　
分析を通じて石巻市のローカルメディアは震災以後被災











うに語り継がれていくのかという問いが本研究の基となった。この問いを考えるにあたり、戦中・戦後から現在までの戦争体験の継承行為の変遷を踏まえ、継承行為と社会の関係に注目した。そして「語り部の出現と社会が関係している」という仮説を立て、戦後の社会状況に日本本土 顕著な違いが見られる沖縄県 主な調査対象とし、また沖縄との比較のために、地元 愛知県の語り部もあわせて、沖縄県と愛知県の語り部計十六名に聞き取り調査を行った。語りの動機を比較した結果、それぞれの語り部の特性 語り始めの動機にいくつか 特徴が見られた。　
まず、沖縄の語り部は全体の七割が元教員であった。こ


















る」という仮説の検証を行うことができた。これは、両県の語り部が、語り部として活動する以前は体験を語る気はなかった・語りたくなかったとい 事実にも表れている。特に沖縄では九割の がそう答えている。つまり、講演依頼や特設授業 った外部刺激により、語りは初め発生することとなる。語り部十六名の ち十名が二〇〇〇年以降に語り部活動を始めていることから、社会の 部へのニーズがこ 最近高まってきていることも見てと ことができた。　
近年、行政や民間の資料館、学生などが体験者の証言を
集め、保存する活動が行われてい 。同時に今、語り部の世代交替が進む。まったく戦争を体験したことのない世代の若者が語りを受け継いで語るということもあれば、戦時中は幼かったため記憶が曖昧で語 に自信がな とう世代、あるいは これまで語ってこなかった、 さに戦時世代の人々も新 に語り始めている。それは、戦争体験の語り継ぎへ 社会のニーズ 高まってい に加え、これまで語ることを拒否してきた人々 、語る気になったということでも 。 部の活動が非自主的である以上、社会が外的刺激とな て彼らが語る めの要因を生まねばならな 。戦争体験の継承活動は、主体的に歴史を引き受けようとする運動 中で されているの あるこの先も戦争体験の記憶が引き継がれて く には、体
験者本人だけではなく社会そのものが主体的に戦争体験の語り継ぎ活動に取り組んでいくことが必要不可欠である。
